
報告第２号　令和元年度事業計画について

令和元年度　事　業　計　画

１　基　本　方　針
　我が国経済は、世界経済の減速などを背景に輸出や生産の一部に弱さもみられるものの、緩やか
な回復が続いております。
　これに合わせて雇用情勢も堅調に推移しており、労働力人口の減少も相まって、人手不足が顕在
化しております。
　このような社会経済情勢の下、国では元気で意欲ある高齢者の方々に、その経験や知恵を社会で
発揮していただくことができれば、日本はまだまだ成長できるとして、さらなる雇用延長、そして
臨時的かつ短期的な就業またはその他の軽易な就業を望む高齢者に仕事を提供するシルバー人材セ
ンター事業を推進しています。
　当センターにおきましても、就業を通じて高齢者の生きがいの創出、健康の維持増進を図ること
を基本に事業を進めてまいりましたが、これら社会の要請に積極的に応えるべく、事業を進めてま
いります。
　とりわけ、本年度は昭和54年の「長野市高齢者事業団」設立から40周年という節目の年を迎えま
す。また、今後５か年間の事業運営の指針となる第五次５か年計画のスタートの年でもあります。
　新たな計画に掲げました取組のうち、「会員の増強」、「就業機会の確保」、「安全・適正就業の推
進」、そして「普及啓発活動の強化」、「組織、運営体制の強化・充実」の５つを柱に事業を推進し
てまいります。
　まず、会員の増強については、全国シルバー人材センター事業協会が定めた「第２次会員100 万
人達成計画」に従い、会員数を増加させるよう入会者の増加、退会者の抑制に取り組んでまいりま
す。
　就業機会の確保についても、就業先の開拓を行うとともに、未就業会員に対してきめ細かなマッ
チング作業を進めてまいります。
　安全・適正就業はセンター事業の基本であります。安全・適正パトロールの強化、研修等を通じ
て、事故の撲滅に努めてまいります。
　また、センターが発展していくためには、より多くの皆さんにセンター事業を知っていただくこ
とが重要です。地域の皆さんに信頼されるセンターを目指して普及啓発活動にも積極的に取り組み、
センターの更なる飛躍・発展に取り組んでまいります。

２　目　標　数　値
　　　会　員　数　　　　2,200人
　　　契約金額　　　955,000千円（派遣事業を含む。）
　　　就　業　率　　　　　91.6％
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３　事業実施計画
　⑴　会員の増強
　　①　入会の促進

　新聞広告やチラシの配布を始め、様々な機会や手法を通じて入会の促進を図ってまいりま
す。

　　　　　ア　会員募集用のチラシを全世帯へ配布する。
　　　　　イ　新聞広告や市・町の広報紙を活用し、入会案内を実施する。
　　　　　ウ　入会希望者の利便性を高めるため、地区別の「移動入会説明会」を開催する。
　　　　　エ　除草や植木など受注の多い職群を希望する会員を積極的に募集する。
　　　　　オ　ハローワークと連携した入会促進を図る。
　　②　女性会員の拡大

　当センターでは、女性向けの就業機会が増加していますが、これに反し女性会員数が少な
い状況です。これに対応すべく女性会員の募集を積極的に行ってまいります。

　　　　　ア　女性会員増強のための「女性会員の集い」を開催する。
　　　　　イ　介護・育児、事務分野など、女性会員に適した職種・就業先の確保に努める。
　　　　　ウ　女性向け入会説明会を実施する。
　　③　退会の抑制

　会員がセンターに在会するメリットを享受できるよう、様々な対策を講じてまいります。
　　　　　ア　会員の良好な就業環境を確保するため、「会員相談日」を毎月開催する。
　　　　　イ　高齢会員の退会抑制に向けた対応策を検討する。
　　　　　ウ　同好会、交流旅行等互助会活動を促進する。

　⑵　就業機会の確保
　　①　役員、会員及び事務局が一体となった就業開拓
　　　　役員、会員及び事務局が一体となって就業先の確保を図ってまいります。
　　　　　ア　会員一人ひとりが「就業開拓員」になり、就業先を開拓する。
　　　　　イ　継続的な仕事の新規受注のため、企業等を訪問する。
　　　　　ウ　発注者を訪問し、就業状況のフォローを行うとともに新規就業先を開拓する。
　　②　就業率の向上

　一人でも多くの会員を就業に結びつけるため、就業相談事業を充実するとともに、会員の
皆さんの希望に即した就業先の確保に努めます。

　　　　　ア　入会予定者に個別就業相談を行うなど、就業機会を早期に提供する。
　　　　　イ　未就業者等へ就業提供を行う「就業相談日」を毎月開催する。
　　　　　ウ　新入会員研修時に未就業者に対する就業相談を実施する。
　　　　　エ　技能講習を受講済みの会員へ積極的に仕事を提供する。
　　　　　オ　ホワイトカラー層の会員に対応するよう、事務系就業先の開拓に努める。
　　　　　カ　請負・委任で対応できない仕事については、労働者派遣事業を積極的に活用する。
　　③　発注者満足度の向上

　発注者の満足度を高めるよう、会員や職員の資質向上、そして地域や時代の要請に即した
事業に取り組んでまいります。
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　　　　　ア 　介護予防・日常生活支援総合事業や空き家管理事業など、地域課題に即した事業を
推進する。

　　　　　イ　派遣事業での就業時間拡大を推進する。
　　　　　ウ　会員の技能・マナー講習等を積極的に開催する。
　　　　　エ　発注者の申込から就業までの期間短縮を図る。

　⑶　安全・適正就業の推進
　　①　安全就業の推進

　事故の撲滅を図るよう、研修等を通じて安全規程の徹底を図るとともに、安全パトロール
を通じて指導を強化してまいります。

　　　　　ア　賠償事故・傷害事故などの事例を分析し、会員に周知する。
　　　　　イ　安全パトロールの回数を増加し、充実を図る。
　　　　　ウ　全就業で就業前点検の徹底を図る。
　　　　　エ　刈払機による事故防止の徹底を図る。
　　　　　オ　定期的な健康診断の受診推奨など、健康管理の徹底を図る。
　　②　適正就業の推進
　　　　研修等を通じてマナーの向上、適正就業の徹底を図ってまいります。
　　　　　ア　職種別によるマナー・技術等の研修を充実する。
　　　　　イ　多くの会員に就業機会を提供するため、ローテーション就業を徹底する。
　　　　　ウ　継続契約の就業について、契約更新時等に仕様書の確認を行い、適正就業を守る。
　　　　　エ 　発注者の信頼を確保するため、単発作業での事前打合せ、見積確認及び完了確認の

徹底を図る。
　　　　　オ　センターの仕組みを崩す、「センターを通さない就業」の根絶を図る。
　　　　　カ 　会員及び発注者に対して、「シルバー人材センターの適正就業ガイドライン」の周

知徹底を図る。

　⑷　普及啓発活動の強化
　　①　ボランティア活動の推進
　　　　より多くの会員にボランティア活動参加を促進してまいります。
　　　　　ア　全地域統一活動日「シルバー奉仕デー」を実施する。
　　　　　イ　シルバーポイントの付与により、ボランティア活動への参加を促進する。
　　②　広報活動の強化

　チラシの配布やテレビ・ラジオ・新聞等を通じて情報提供するとともに、ホームページの
内容を充実し、より多く、そして最新の情報を提供してまいります。

　　　　　ア　役職員及び会員が自宅周辺でセンター紹介用チラシを配布する。
　　　　　イ　会報「茶の間」及び「センターだより」を充実し、広くセンターの情報を周知する。
　　　　　ウ　日常の就業開拓や会員募集に当たり、地元新聞や市広報紙へ広告を掲載する。
　　　　　エ　センターの情報を広く住民に周知するため、報道機関へ積極的に情報を提供する。
　　　　　オ　商工会議所や商工会等と連携し、受注開拓用のチラシを事業所に配布する。
　　　　　カ　ホームページの内容を充実し、より多くの、そして最新の情報を提供する。
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　　　　　キ　地域イベント等を活用し、センター事業のＰＲを推進する。

　⑸　組織、運営体制の強化・充実
　　①　理事会、部会、委員会等の充実
　　　　理事会をはじめ部会・委員会等の充実を図ってまいります。
　　　　　ア　理事の積極的な提案等が増えるよう理事会、部会等の活性化を図る。
　　　　　イ　理事が中心になって選出ブロックの正副班長等との懇談会を開催する。
　　　　　ウ　理事会の機能を強化するため、理事の選出方法及び定数の見直しを検討する。
　　②　地域班・職群班等の活性化

　地域班・職群班は、センター事業の大きな役割を担っていることから、これら組織の活性
化を図ってまいります。

　　　　　ア　センター事業を周知するため、地域班長研修を充実する。
　　　　　イ　会員同士の意見交換や交流を通しての地域班の活性化を図る。
　　　　　ウ　地域ボランティア活動参加者の増加を図る。
　　　　　エ　班の分割等についての検討を進める。
　　　　　オ　職群班における研修の強化を図るとともに、適切な仕事の配分を促進する。
　　　　　カ　既存の独自事業班を支援するとともに、新たな班の設立を支援する。
　　③　センター設立40周年記念事業の実施

　当センターは2019年９月に設立40周年を迎えます。この記念すべき年に記念式典をはじ
め記念事業を実施し、会員の帰属意識を醸成するとともに、住民の皆さんにセンター事業の
周知を図ってまいります。

　　④　財政基盤の強化
　センターが着実に運営できるよう、常に収支の見込みを適切に行うとともに、自主財源及
び補助金の確保に努めてまいります。

　　　　　ア　事務・事業の見直しにより、経費の節減を図る。
　　　　　イ　実勢価格や最低賃金を踏まえた配分金単価の適正化を図る。
　　⑤　事務局体制の充実・強化 
　　　　事務局体制の充実強化、職員の資質向上を図ってまいります。
　　　　　ア　センター事業の窓口（顔）である事務局職員の資質・マナー研修を充実する。
　　　　　イ　就業先訪問の機会を増やすなどし、会員と職員との意思疎通を強化する。
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